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要約   

地域統合の厚生効果として、貿易転換効果、貿易創出効果を用いて説明する伝統的な静態的効果  

と、規模の経済などの動態的効果を考える。次に、貿易ブロックを効用関数のパラメーターとする  

Ⅹum訂nanのモデルを用いて、世界に貿易ブロックが3つの時に厚生が最小となるということを示  

す。最後に、多角的貿易自由化を推進するWTO体制下の地域統合のあり方を考える。  

Ⅰ はじめに   近年急速に進む地域統合の問題について焦点を当  

てる。地域統合は同盟国にどのような利益があり、  

世界経済に対しどのような影響を及ぼすのか。ま  

た、自由・無差別・互恵を原則とするWTOの目  

的と相反するものではないのか。主にモデルを通  

して考察していきたい。  

戦後の世界の貿易と国際金融システムは、GA  

TT・IMF体制と呼ばれ、GATT・WTOが  

貿易面での自由化を推進してきた。戦後奇蹟の復  

興を果たした日本の例を出すまでもなく、世界経  

済における自由化の恩恵は計り知れないものがあ  

る。1990年代に入り冷戦の終結とIT革命によっ  

て、ブレトンウッズ体制崩壊以後のグローバリゼ  

ーションが更にスピードを増し、近年その負の側  

面が様々な形で表面化してきた。急激な大量の資  

本移動が原因となった97年のアジア通貨危機、  

99年のWTOシアトル閣僚会議において過度の  

貿易自由化推進への反対として数千にものぼるN  

GOが起こした抗議運動などがそれである。9月  

11日にニューヨークで起こった同時多発テロも、  

唯一の超大国であるアメリカが推し進やるグロー  

バリゼ←ション（アメリカナイゼーション）に対す  

る反発が生んだものだ、という意見もある。   

このように、グローバリゼ ーションに様々な歪  

みが生じ、またグローバリゼーションに替わる考  

えが多数生まれてきている現状の中で、本稿では  

Ⅱ 地域統合とは  

近年、地域主義の動きが世界の各地で活発化し、   

今や世界の主要国のほとんどがいずれかの地域統   

合に参加し、地域統合の拡大と進化、地域統合間   

の提携など、活発な地域主義外交を展開している。   

ここで用語の定義をしておくと、EU（欧州連合）、   

NAFTA（北米自由貿易協定）、MERCOSU   

R（南米南部共同市場）、AFTA（ASEAN自由   

貿易協定）、APEC（アジア太平洋経済協力会議）   

などのように、地域的に関係の深い特定の複数国   

の間で、限定的な自由化の利益を宰受しようとす   

ることを地域主義（regional由m）と言い、この地域   

主義に基づき、複数の国が制度的な枠組みを持っ   
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た地域統合協定を締結し、加盟国で構成する一定  

の地域内で貿易障壁撤廃などの手段により地域的  

な連携を強めようとするものが、一般に地域統合  

（regionalintegration）と呼ばれている。  

見てみても、1980年代後半以降地域統合が活発に  

行われていることが分かる。さらにWTOに通報  

された地域貿易協定数も1990年代に入って急増  

しており、現在ではWTO加盟国の約9割が何ら  

かの地域統合に参加し、世界貿易の約6寄畑ミ何ら  

かの特恵的貿易取決めの下で行われるようになっ  

ている。この動きは1960年代年代に見られた地  

域統合の第1の波に対比して、地域統合の第2の  

波と呼ばれている。（BllagWati1993）   

地域統合第1の波は1950、60年代にヨーロッ  

パでのEECを始め、中南米のLAFTAやアフ  

リカのOASが典型であったが、これらの地域主  

義は地域の統合を高めることに強い優先順位を持  

っていた型の地域統合であった。EECが関税同  

盟を作ったのは米ソの巨大国の中で疲弊したヨー  

ロッパを共通の農業、通商政策により、経済を立  

て直し、政治的地位の向上を目指していた。LA  

FTAも米国などの大国への対抗の為の地域的枠  

組みであった。1967年形成のASEANも域外大  

国への安全保障上の団結の意味が大きかった。   

この第1の波は、1960年代末になると急速に  

消滅した。（ECは除く。）しかし、80年代になる  

と再び地域統合が盛んになってきた。それには以  

下のような理由が考えられる。第1は、地域統合  

が集団的保護主義の手段としてもちいられるよう  

になったことである。今日では一国が貿易を制限  

して国内市場効果を実現することは困難で、国際  

的にも非難される。しかし地域統合はGATT／  

WTOでも－一定の条件下で認められている。加盟  

国は域外からの貿易を制限しながら互いに市場を  

与え合うことができるのである。第2は、規模の  

経済の下で生産される財が、世界の生産、消費、  

貿易の主役になってきたことである。規模の経済  

によって生産コストを引き下げるには市場が大き  

くなければいけないが，地域統合は市場の拡大を  

可能にする。第3に、生産要素の移動を高める必  

要性が高まったことである●。特に発展途上国は外  

資依存型の輸出指向的経済発展をはかっているが、  

そのためには投資の自由化を行い資本の移動性を  

高める必要性がある。第4に、通商交渉を行うの  

地域統合の多様化  

1  地域統合は、その統合の度合いによって従来は  

次の5つに区分されてきた。纏誼舶Sa1961）  

（D自由貿易地域：加盟国の関税を撤廃するが、  

関係各国は非加盟国に対する関税は従来どおり。  

②関税同盟：同盟内における商品移動に関する差  

別待遇が排除される他、非加盟国に対し関税の均  

一化政策がとられる。③共同市場：貿易制限が撤  

廃されるだけでなく、生産要素の移動に対する制  

限も撤廃される。④経済同盟・：商品移動、生産要  

素の移動制限撤廃に加え、加盟国の経済政策の調  

整も行う。⑤完全なる経済統合：金融政策、財政  

政策、景気対策の統一化を前提とするとともに、  

超国家的機関を設立する。   

しかしながら、現実の地域統合をこのような枠  

組みで説明することは容易ではない。例えば、N  

AFTAは対外共通関税を設定してないので自由  

貿易地域であるが、投資やサービス貿易の自由化  

を行っているので共同市場としての条件を満たし  

ている。また、アメリカからASEANlOまで  

発展聯の異なる国が多数参加しているAPEC  

は、緩やかな協議体として発足し、協定などによ  

り制度化されていないという意味で厳密に言え鱒  

地域統合ではないが、広域的な「地域協力」の枠  

組みとして自主的な貿易・投資の自由化の推進を  

図っている。 このように、最近の地域主義の動き  

を見ると単純な類型化は困難で、多様性が著しく  

増しており、自由貿易地域、関税同盟、共同市場  

などといった伝統的な枠組みではもはや捉えきれ  

なくなっているのが実情である。  

地域統合の第才の腰  

1989年にAPECが、1991年にMERCOS  

URが、1992年にAFTAが、1993年にEUが、  

そして1994年にNAFTAが創設されたことを  
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に地域統合が有効であるということである。すな  

わち、世界には細かい通商交渉を行うには多すぎ  

るほどの国が存在する。通商交渉のしやすさとい  

う点で地域統合は多国間交渉に勝る。‘そして、一  

つの地域統合はそれと対抗できるような他の地域  

統合を生むのである。   

そして、何より第2の波が第1の波と決定的に  

異なる点は、アメリカが地域統合に参加している  

か否かということである。60年代当時、アメリカ  

は世界の生産高の約半分を占める圧倒的超大国で  

あったが、80年代になるとそのシェアは3割を切  

るまでに低下した。60年代、アメリカはグローバ  

ルな自由貿易体制を構築するために、ある時には  

得るよりも多くの譲歩を与えることによって、貿  

易拡大への動きを先導してきた。しかし、近年で  

はアメリカはそのような役割を遂行できるほど経  

済力を持ちえていない。それ故、WTOというマ  

ルチな貿易体制を推進するツールと、NAFTA  

を含む地域統合というツールを時と場合により使  

い分けるようになったのである。  

輸入財の量   

上図に示されるように、この国の経済厚生は、  

消費者余剰nka、生産者余剰t蛾Iと関税収入瓜ih  

の合計である。次に、FTAに加盟することによ  

って、自国の輸入先がかつての同盟域外固から同  

盟域内国に転換したと仮定する。このようなこと  

は、域内国からの輸入財の国際価格が元の域外国  

からの輸入財の国際価格より高いとしても、関税  

が賦課されていない（もしくは著しく低い） 

かつての関税賦課彼の価格よりも低くなることが  

あるから生じるのである。上図の場合、e屯勺担  

が貿易創造効果であり、hgiiが貿易転換効果とし  

て表れている。   

以上のことから次のことが言える。まず第1に、  

貿易転換的な地域統合でも自国の経済厚生を高め  

ることが可能である。それは地域統合の前後がと  

もにファーストベストではなくセカンドベストの  

状態であるからである。（ただし、大国のケースで  

はFTAの締結が自国にとってのファーストベス  

トポリシーになり得る。）第2に、最も低い供給  

価格と同盟国の供給価格の差が小さければ小さい  

程、それだけ貿易転換効果が小さくなり、自国の  

経済厚生は高まる。すなわち、統合の規模が大き  

いぼどより効率的な国が統合に入ることになるの  

で、自国の経済厚生は高まるということである。  

第3に、初期の関税tが高ければ高いほど貿易創  

Ⅱ 静態的効果   

地域統合の経済的効果は、Ⅵ据ーから始まる  

（Ⅵ早野1950）。Ⅵnerは差別関税による地域統合  

（すなわち、自由貿易地域もしくは関税同盟。便  

宜上以下FTAとする。）の厚生効果を、貿易転換  

（trade舶用r8ioIJと貿易創出（tra血creatio山とい  

う概念で分析した。貿易転換とは、効率的な生産  

を行う域外国からより非効率な生産を行う域内国  

へと輸入相手国が変わることを意味し、逆に貿易  

創出とは、域内障壁の削減によってより効率的な  

域内国から輸入可能になると同時に輸出国の生産  

者も輸出の拡大による利益を得ることである。以  

下、部分均衡モデルでⅥn即の主張を整理してみ  

る。   

自国は小国であり、FTAに参加する以前は、  

最も低い価格の輸入財を供給する固から、tパー  

セントの輸入関税をかけて輸入していたとする。  
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出効果が大きくなり、統合による利益は大きくな  

る。  

まず第1に、地域統合は市場の大きさを変える  

ので、統合後は規模の経済によって平均（限界費  

用）が変化する。したがって、費用一定という仮  

定は望ましくない。市場の拡大によって費用が低  

下すれば、生産効率が高まり域内国の厚生が増加  

する。第2に、Ⅵ．nerモデルでは、貿易転換効果  

として域外国からより非効率な域内国に輸入相手  

国が変わるとしているが、これは輸入財が1財の  

みの場合だけである。財が2財以上ありそれらが  

お互い補完財であれば、自国が域内固からの輸入  

を増やせば域外固からの輸入も増加するであろう。  

Eth如andHornが貿易変更（t柑demo鮎£c卯ioIカ  

として指摘しているのはこれである。第3に、  

Vin即モデルでは関税撤廃による地域統合を考え  

ているが、現実の世界では、非関税障壁の撤廃や  

生産要素の移動なども含めた地域統合が行われて  

いる。実際の地域統合の効果を分析するには  

Ⅵn肝モデルでは不十分である。   

しかし、一番の問題点は、貿易転換効果と貿易  

創出効果からなる静態的効果は、地域統合の効果  

のほんの小さな一部にすぎないということである。   

FTA締結のあり方が 豊里変但邑皇主星竪埜   

貿易創造効果を最大化するFTAのあり方、あ  

るいは貿易転換効果を最小化するFTAのあり方  

については、これまでいくつかの投薬がなされて  

いる。（通商白書2001）   

域内国の貿易創造効果を最大化し、間接的に域  

外国への貿易転換効果を最小化するためのF7rA  

のあり方としては、NTP（naturaltrading  

partnedという考え方が提唱されている。NTP  

という概念は、大きく以下の2通りに定義されて  

いる。   

第1に、締結前に貿易量の多い国同士がNTP  

であり、これらがFTAを締結する場合は、不自  

然あるいは窓意的な貿易の流れが発生する可能性  

が低い為に、域内国の構成が上昇する可能性が高  

いという考え方である。こうしたNTPの議論は、  

望ましいFTA締結相手国を判断する有効な一つ  

の基準を与える一方で、A国の輸出に占めるB国  

の割合が大きかったとしてもB国にとっては必ず  

しもそうでないこと（非対称性の問題）、貿易障壁  

やその他の地域統合の影響により、FTA締結前  

の貿易量ががそもそも過大（過小）であった可能  

性も考えられること、などの問題点も指摘されて  

いる。   

第2に、地理的に近い国同士がNTPであり、  

これらがFTAを締結する場合に輸送コストが節  

約されることにより域内国の厚生を上昇させうる  

という考え方も存在する。これに対しては、FT  

Aがもたらす利益の大きさと、締結国間の地理的  

な近接牲とは無関係であり、むしろ地理的には遠  

いが比較優位の異なる国とのFTA締結の方が厚  

生を上昇させるという反論もなされている。  

Vin即以降、地域統合の厚生効果について多く  

の研究が行われてきたが、次章では（Baldwhand  

Vbnable81995）に沿って、地域統合の短期的な資  

源配分効果だけではなく、規模に関する収穫逓増、  

バラエティ効果、要素成長効果などの長期・動学  

的効果について見ていきたい。  

Ⅳ 動態的効果  

自国の代表的個人の間接効用関数を、   

れ♭十初耳巨‥・……… ・（4，1）   

とする。ただし、pはアウトサイダーの財価格ベ  

クトル、tは関税などの貿易障壁ベクトル、乃は   

それそれの産業で利用可能な財のバラエティベク  

トル、gは総支出額である。   

支出額は要素収入、利潤、関税収入の合計に等   

しいので、   
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モデルの   Vin¢r  

地域統合の効果を明確に示したかに見える  

Vin即モデルであるが、いくつかの点で修正され  

る必要がある。  



g＝砿＋ば＋∬kp亘卜α（w，ア，∬）トα細  
● ● ● ● ● ●・・・・・・ ・（4，2）  

と表せる。L、Eは自国の労働量と資本量、W、r  

はその価格であるので、WLセⅩが全要素所得で  

ある。一方は自国の生産量ベクトル、a（叩或は財  

の平均費用で、それは要素価格とその部門の企業  

の生産量に依存する0したがっ 

総利潤を表す。また、関税収入はαtmで表せる。  

mはネットの輸入ベクトルであり、αは、国内に  

関税収入をもたらすtの割合を示す対角行列であ  

る。すなわち、α＝1の場合は、貿易障壁が全て  

関税で輸入数量にtをかかけた分だけ自国はレン  

トが得られる（DomesticCapturedRent）のに対し、  

α＝0の場合は，全てが非関税障壁の為自国は全  

くレントを得ることができない（nonDCR）ことを示  

す。   

この2式を変形し、自国がパー トナーと結合し  

たとき、その経済厚生がどのような影響を受ける  

のかを考える。   

庇＝W庇＋′肱＋（ダ＋トα）dr＋．坤＋励   

一助∫血＋α励汁如（αf）…・（4，5）′  

と変形できる。   

以上導出した（4，㊥式と（4，5）′式を（4，釦式に代入  

することで、次の式を得ることができる。  

‘叫  
岬＝α′血一批吋－αり－椚車  

ト1‥・   

＋（㌣＝－〟）叔一助∫か覧血…‘九＋ね好  
転  

＝ … ‥ （4，6）  

（4，㊥式の右辺第1項は貿易量効果を表し、輸入  

の変化がそのt倍ほど自国の厚生を変化させるこ  

とを示す。第2項は貿易コスト効果を表し、貿易  

障壁のうちnonDCR要素の変化によらて生じる  

コストの変化が、自国の厚生にそのm倍ほど変化  

を与えることを示す。第3項は交易条件効果で、  

交易条件が有利化（dpくゆすれば、自国の厚生はそ  

のm倍高まる。以上の右辺第1行の3つの項は、  

完全競争の下で生じる厚生変化を表している。そ  

れに対し、第4、5、6項の3つの項は、規模に関  

する収穫逓増、不完全競争の下で起こる効果を表  

している。第4項は生産量効果で、価格と平均費  

用が異なる産業において生産量の変化が生じた場  

合の、厚生に与える影響を示している。第5項は  

スケール効果を表す。a∫＝申／むであるから、そ  

れは企業の生産量の変化が平均費用に与える効果  

を示す。もし規模に関して収穫逓増であれば、  

a∫く0であるので、その場合には、企業の生産量  

の増加はそのⅩa∬倍だけ厚生を高める。第6項は  

バラエティ効果で、財のバラエティが増えれば厚  

生が増加することを表している。最後の第7、8  

囁は生産費素量の変化の効果を表す。自国の生産  

費素量が増えれば自国の厚生が高まることが分か  

る。   

以下いくつかのケースに分けて、地域統合が自  

国の厚生に与える効果を見ていく。  

まず（4，1）式を全微分し、それを支出の限界効用  

で割ると、  

曳 ＝＋山山か‥働   ■  
㌔ 帖   咋  咋  

となる。   

こ；プ 

格と所得に関する偏微分の比は需要関数に等しい  

ので、   

巧  
－－＝ ズ＋研（ただしノ＝拘わ…‥（4，4）   

覧  

である。また、（4，2）式を全微分すると、  

庇＝W庇＋′肱＋（エーJ肋Ⅳ）血′＋（方一助r）オ   

十（β＋トα）dr＋ノ坤＋湖一助∫血  

＋αめ＋椚d（αg）……… （4，5）  

となる。ここで、シェフアードの補題より、費用  

関数を要素価格で偏微分したものは要素需要関数  

に等しいので、  

エ＝Abw，片＝助r  

となり、これを（4，6）式に代入することで、  ケース1  

自国が小国（すなわち自国の貿易量の変化がア   
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ウトサイダー価格に影響を与えない）で、完全競  

争、規模に関して収穫一定、バラエティー定、生  

産要素量一定の場合を考える。通常、このような  

モデルでは貿易障壁として関税、すなわちDCR  

障壁（α＝1）を考えるので貿易コスト効果も発生し  

ない。（これ以降でも、特にことわりが無い限りα  

＝1として議論を進めていく。）よって、自国の厚  

生の変化は、  
l  

＝′血‥‥‥‥‥‥‥ ・（4，7）  

覧  

となり、厚生の変化がどうなるかは確定しない。  

しかし、小国にとって厚生上昇の為の必撃十分条  

件は貿易量が増加することであり、地域統合によ  

って総輸入塞が増加すれば自国の厚生は必ず高ま  

ることになる。あるいは域内貿易からの関税収入  

が0の状態から、域外貿易からの関税収入が増え  

る状態に移行すれば自国の厚生が高まる。（4，7）式  

を具体的に、  

方が関税撤廃による静学的効果よりもはるかに大  

きいと予想される。（木村2000）  

ケース2   

ケース1の自国が大国の場合、自国の貿易量の  

変化によってアウトサイダー価格を変化させるこ  

とができるため、（4，7）′式に交易条件効果が加わ  

る。したがって、  

塑＝J諦721＋らl血3Ⅰ一別3－車・  

佐一  

・（4，㊥  

大国は、自国の厚生を最大化するように域外国に  

対して最適関税をかけて交易条件を変化させる。   

～ よって、最適関税率をちとするとち加ゲ＝椚打砕  

とすることができるので、（4，㊥式を  

＝′碗＋¢31一掬1……・（4，8）′  

と書き直すことができる。これによると、自国の  

厚生の変化は、域内及び域外との貿易量に依存し、  

前者は関税率が高いほど厚生が増加し、後者は実  

際の関税率と最適関税率の差が大きいほど厚生が  

増加する。  

藍＝J2－加21＋ち1血。，  
覧1  

・（4，7）’  

とする。ただしJ21（ち．）は域内国（域外国）からの  

輸入に対する関税率、＿また血21（血ち．）鱒域内国  

（域外国）からの輸入量の変化である。地域統合  

によって血21＞0、血31＜0となる。したがっ  

て、もしI血21／加31巨IJ21／J31lであれば、自国の  
■l  

厚生は高まる。   

先ほどα＝1、すなわち貿易障壁は全て関税で  

あるという仮定をしたが、現実の世界では、例え  

ばヨーロッパでの経済統合では非関税障壁の撤廃  

が問題となっている。（西ヨーロッパ域内での貿易  

関税は1975年までに撤廃された。）そこで、以下  

ではnonDCRのケースを考えてみる。α＝0、す  

なわち（4，ゆ式の第2項一皿dtのみが右辺に残る場  

合、先ほどとは異なった結論が明らかとなる。す  

なわち、もし全ての貿易障壁がnonDCRである場  

合、自国は（貿易によって加重平均された）平均  

貿易障壁を低くするいかなる経済統合からも利益  

を得ることができるということである。非関税障  

壁は数量化が困難であるが、これらの撤廃効果の  

ケース3   

さらに、不完全競争下で収穫逓増が存在し、バ  

ラエティと生産要素畳が増加する場合、（4，㊥式の  

右辺の全ての項が加わり、地域統合のan眈ation  

e蝕ct（資源配分効果）とaccumdatione飽ct（要  

素蓄積効果）が考慮される。   

まず、地域統合をすることで域内国間の貿易障  

壁が低下し安価な財・サービスが流入することに  

より、さらに貿易制限の撤廃以外に生産要素の移  

動なども円滑化する場合は外資系企業の参入など  

により、国内市場の競争が促進することで生産性  

が上昇し、（4，㊥式第4項のaが低下することで自  

国の厚生を増加させる。域内固から経営者や技術  

者が自国に流入してくることで、優れた経営ノウ  

ハウや技術がスピルオーバーする「正の外部効果」  

もa低下に大きく寄与する効果もある。また、市  

場規模が拡大することにより規模の経済が実現す  
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ることで（4，㊥式第5項のα∫が低下し、自国の厚生  

を増加させる。今まで貿易障壁が高かったため輸  

入できなかったものが、経済統合によって輸入で  

きる財が増加する（4，㊥式第6項のバラエティ効果  

も見逃せない。   

ケース1、ケース2ではa1loeation e飽c七のみ  

であったが、このケース3ではさらに、（4，㊥式の  

第7，8項で表されているaccumdation e飽ct  

も考慮される。上記のような生産性上昇が生じ、  

域内国における期待収益率が上昇するに伴い、国  

内投資の増加のみならず直接投資等の形態で他の  

域内国から資本が流入・蓄積され、自国の厚生は  

増大する。また、雇用機会の少ない国から多い国  

へと労働力が移動することによる厚生変化も考え  

られる。   

さらに、上の効用関数では表されていないが、  

（木村2000）で述べられている国内政策促進効果  

は非常に興味深い。この効果は、他国と経済統合  

にむけての話し合いを行うことが、国内問題を発  

見、改善していく契機となることで生じる。日本  

を例にとって考えてみると、過去、アメリカから  

日米通商交渉等で指摘された問題点については、  

アメリカの提案・圧力に従うにせよ拒絶するにせ  

よ、かなりの程度の政策改革が進められてきたこ  

とは明らかであろう。このような効果は決して小  

さくないと思われる。  

た、日本が同じ先進国と地域統合を締結する場合  

渡、お互いの高度な経営ノウハウや技術が流入・  

拡散する動態的効果が期待される。′したがって、  

経済統合の効果を最大化する為には、協定を締結  

する相手国の特性をよく踏まネて、どのような効  

果が働くのかよく検証しなければならない。   

地域統合による域内国への効果を見てきたが、  

では域外国への効果はどのようなものになるのだ  

ろうか、世界全体の厚生はどのような変化をする  

のだろうか。次章で、（KrⅦgman1991）に沿って  

考えていきたい。  

Ⅴ 世界の厚生   

市場が完全競争であるならば、もっとも望まし  

い政策はもちろん無差別な自由貿易である。すな  

わち、世界で貿易ブロックが一つの状態である。  

では、このことは貿易ブロックの数が少なければ  

少ないほど世界全体の厚生にとって望ましい、と  

いうことを意味しているのであろうか。答えは  

NOである。例えば、世界が非常に多くの小さな  

貿易ブロックから成り立っていて、それらのブロ  

ックは対域外貿易に非常に開放的であるとする。  

これらが統合されてより少ない数のブロックにな  

ると、それまで対域外貿易に開放的であったのに  

それらが新しいブロック内の域内貿易を拡大して  

しまい、貿易転換を起こしてしまう。すなわち世  

界の厚生は減少してしまう。逆に、ブロック間の  

貿易がほとんどないような貿易ブロックが世界に  

数個ある場合、それらを統合してブロック数をよ  

り少なくすることは、貿易量が拡大することを意  

味し、世界の厚生は増加する。よって、世界の厚  

生を最′J、化してしまうブロックの数は、多すぎも  

少なすぎもしない数なのである。では、その数は  

いったいいくつなのであろうか。  

基金   

Ⅲ章、Ⅳ章では、地域統合を締結することによ  

る、域内国の厚生変化について見てきた。そこで  

得られた結論は、地域統合によって域内国の厚生  

を高める余地は十分に存在するが、その効果の大  

きさや波及の経路は、締結する国同士の市場規模  

や経済・技術水準などにより様々であろう、とい  

うことである。日本を例にとって考えてみると、  

例えば、市場規模は大きいが技術水準が低く関税  

障塵が残っている発展途上国との地域統合締結は、  

途上国にとっては関税削減による静態的効果（貿  

易創出効果）が、日本にとっては市場拡大による  

規模の経済を通じた動態的効果が予想される。ま  

モデルの設定  

今、世界はN個の地区（p和也nee）から構成され、  
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各地区は完全に対称的であるとする。各地区は1  

種類の差別化財を生産する。世界にはB個の貿易  

ブロックが存在し、N個の地区はB個のブロック  

に等分割される（B＜N）。したがって、各ブロッ  

クも対称的で、そこにはN柑個の地区が含まれる。  

他方、世界の代表的個人の効用関数を、  

みる。S＝β椚肝／ノFとすると、上式は、  

（ト∫）∂′F＋舶＋′あ肝）＝ダ㌢＝0 ‥・ りも6）  

と変形できる。また、従価税の下、域内価格は域  

外価格と比例的に変化するので、代替の弾力性び  

が一定であるならば、  

（∂炉一品肝）＝αカ ……… ・（5，7）  

時局式と略7）式を崩声Fについて解くと、  

読Ⅳ＝鵬ト（ト巾払 ……… （5，8）  

を得る。よって、非Aブロックの輸入需要の価格  

弾力性は、  

g＝∫＋（1－∫）汀 ………‥ （5，9）  

となる。略劇式を（5，3）式に代入すると、   

U＝酎］盲  （0く8く1）… … ・（5，1）  

とする。ただし、C∫はi地区で生産された差別化  

財の消費量である。（5，1）式はCES型効用関数で  

あるので、各差別化財閥の弾力性げは、  

J＝ ‥………… （5，カ  

と表すことができる。   

貿易ブロックは域内関税がゼロで、対域外共通  

関税（従価税）を設定しているとする。対域外関  

税はブロック内の厚生を最大化するように、すな  

わち最適関税が設定される。その関税率は、  

′・＝ …………‥ （5，3）  

と表せる。ただし、fは、ブロックからの輸出に  

対する、ブロック域外の輸入需要の価格弾力性で  

ある。   

… … … ・（5，1¢）   
（トぶ）（8トー1）  

が導ける。  

次に、内生変数sを決定する。yをAブロック  

の産出高とすると、  

γ＝…………… （5，11）  

と書ける。また、mをAブロックの輸入魚、dを  

Aブロックが産出する財に対するブロック内の需  

要量を表す。全ての地区が対称的なので、全ての  

ブロックは同じ関税率を持ち、全ての財は世界市  

場で同じ価格で売られる。よって、Aブロックの  

予算制約条件は、  

椚＋d＝γ  ………… （5，12）  

となる。   

Aブロック内の地区によってN／Bの財が生産  

され、Aブロック域外の地区によってN（B－1）／  

Bの財が生産される。消費者がこれらの財の他界  

価格（それらは等しい）に直面すると、常襲もそ  

の生産比率と同じ比率で行われる。すなわち、m／  

d＝B－1となる。しかし、消費者は非Aブロッ  

クの財に対しては関税率t分だけ余計に払わなけ  

ればならないので、また、代替の弾力性が仔であ  

るので、  

£を決定するために、ある代表的貿易ブロック  

（仮にその名をAブロックとする）からの、それ  

以外の地域の輸入を考えてみる。Aブロック以外  

の世界はN（1－B■1）偶の地区で構成されており、  

各地区は対称的なのでこれらの地区で生産される  

差別化財の価格は同じになる。γ粁を非Aブロッ  

クの産出高とすると、  

γけ’＝Ⅳ（l－β‾t）‥‥‥‥‥ ・（5，4）  

と書ける。d肝を非Aブロックの財に対する非A  

ブロックの需要、椚肝を非Aプ甲ツタのAブロッ  

クからの輸入量とすると、  

dⅣ＋ク椚『＝γ肝 ………‥ （5，蔚  

となる。pはAブロックが産出する財の、非Aブ  

ロックの財に対する相対価格である。   

関税を一定とし、pの変化による効果を考えて  
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呈早場畢生   

まず、ブロックの数と最適関税率の関係を明ら  

かにする。略畑式と（5，15）式により、代替の弾力  

性げに適当な数値を入れることで、以下の図が導  

ける。  

（図5，1）  

冨＝（l＋けグ（β－1）……‥ 略13）  

となる。  

晩11）式、（5，12）式、軋13）式より、  

J′  ＿、   〟／β  
〝J＝  

（l十／）α直ト1）＋1  （l＋∫㌢舶－1トl  

……‥ 略14）  

となる。   

よって、貿易は均衡していなければならず  

椚＝椚Ⅳであることを考えると、S＝m／ノアに  

（5，4）式、（5，14）式を代入して、  

〝才  

ぷ＝∵      肝   γ  

ー
 
9
 
8
 
7
 
6
 
5
 
ヰ
 
3
 
2
 
」
 
 

0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
 

¢
竃
J
鞋
℃
d
F
 
 
 

〟／β  

＝kl＋′）♂＋β－1rl …… （5，15）  

となる。つまり、ある貿易ブロック域外国の収入  

に対する当該ブロックの輸出の割合は、関税率と  

ブロックの数両方の要E馴こよって低下する。   

この図をもとに、次はブロック数と世界の厚生  

の関係を明らかにする。（5，17）式において、代替  

の弾力性αの値を決めると、（5，2）式より∂が求ま  

り、さらに上図よりtはBの値より決定されるの  

で、次の関係を導くことができる。  

（図5，2）  

ここで、CJrとCβがそれぞれ、ブロック域外  

と域内の代表的財に対するある地区の消費量を表  

すとすると、晩1）式は、  

珊1悌㌢）β＋肘げ‥（5，16）  
と変形できる。  

また、  

1  
－  β／〟  C〃′＝∫×  

呵β（1十げ＋β－l  

β（l＋げ／〟  
（．－β＝  （略13）式より）  

（1＋J）α＋β－1   

であるので、これらを晩16）式に代入して、  上図より以下のことが明らかになった。すなわ  

ち、代替の弾力性がどのような値であれ、世界の   

厚生はB＝1、すなわち自由貿易の時に最大値1  

をとる。そして、貿易ブロック数が3の場合、世   

界の厚生は最低値をとるのである。  

これは、かなり興味深い結果である。というの   
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も、現実の世界では、大きな流れとして3つの経  

済地域、つまりヨーロッパ、アメリカ大陸、そし  

て日本を含むアジアに収赦していくことが予想さ  

れているからである。このモデルが示す結果に従  

うのであれば、ヨーロッパ、アメリカ、アジアへ  

の三極化は私達に悲劇的な結末をもたらすのであ  

ろうか。  

の影響を考慮したり、実際の貿易政策は交渉を通  

じて決定されるので、最適関税のような非協力的  

な行動はとらないであろう。しかし、にもかかわ  

らず、ここで成された分析は、現在急速に進む地  

域統合の流れを再考する契機を与えたのではある  

まいか。  

Ⅵ 地域統合の現状と今後   Emgm8皿モデルの間潜点   

ここで得られた結果をもって、現実の流れを否  

定することはできない。それは、馳u即nan自身  

も指摘しているように、このモデルは様々な特別  

な仮定の下で成り立っているからである。   

まず第1に指摘できるのは、関税の影響は別と  

して、それぞれの地区が全ての地区の財を同様に  

消費すると仮定されている点である。ニれは貿易  

に輸送コストがかからないという前提の上に成り  

立っており、これは現実の世界では考えにくい。  

Summe柑（1991）が指摘しているように、例えばア  

メリカの輸出総額に占めるカナダの割合は、アメ  

リカを除いた世界の総生産高に占めるカナダの割  

合の5倍以上を占める。また同様に、EC（1991  

年当時）域内貿易の割合は、世界の総生産高に占め  

るECのシェアの2．5倍となっている。これらの  

現象はこのモデルでは説明できない。   

ま卑、（図5，1）ではブロック数が減少するに従い  

関税率が高くなることが示されている。これは，  

（5，3）式のように対域外関税を最適関税にするこ  

とで自分のブロックの厚生を最大化しようとし七  

いる結果なのだが、これは他ブロックの犠牲の上  

に成り立っている。第一次世界大戦前ならいざ知  

らず、マルチな貿易のルールを規定しているWT  

Oが存在する現在、このような他地域と非協力的  

な関税設定は考えにくい。  

Ⅲ章、Ⅳ章、Ⅴ章では地域統合の影響を代表的  

なモデルを用いて説明してきたが、そこで得られ  

たのは、「モデル上、地域統合の影響はケースバイ  

ケースで、様々な条件によって結果は変わり、一  

概に良い、悪いとは言えない」ということであっ  

た。では、実際の地域統合の現代的意義はどのよ  

うなものなのであろうか。  

GATT紫朗粂  

1947年にスタートしたGATTは、その協定文  

（1994年にWTO協定に吸収）第1条で、最恵国待  

遇を明記しており、加盟国は差別的な措置を設け  

てはならないことになっている。つまり、域外国  

に対して差別的貿易障壁を設ける地域統合は明ら  

かにGATT違反となるのだが、GATTは第1  

条の例外として、24条で地域経済協力体の結成を  

一定の条件下（関税の引き上げ禁止、補償義務、  

通報義務、等）で認めている（サービス分野にお  

いてはGATS第5粂）ので問題にならない。こ  

れら▲の条件が充足されているかどうかは、CRT  

A（地域貿易委員会）によってチェックされること  

になっているのであるが、地域貿易協定がWTO  

に整合的であるか否かの審査は、ほぼ全ての審査  

について両輪併記になっており、実質機能してい  

ないのが現状である。   

星急   

この章で得られた結論はただ一つ、「地域統合は  

世界の厚生を減少させる」ということである。も  

ちろんこれは、上でも述べた通り、様々な仮定の  

上に成立する脆い結果である。貿易の輸送コスト  

地域統合の実証研究  

既に述べたように、モデルで指摘された数多く   

の地域統合の経済効果の有無や大きさは、それぞ   

れが置かれている状況によって異なる。実際の地   
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域統合はどのような結果をもたらしたのか、NA  

FTAとEUに関してみていきたい。（以下数値は  

（通商自書2001）による）  

04％のマイナス、そして0，025％のマイナスとな  

っている。数値自体は小さいとはいえ、問題では  

ないだろうか。また、メキシコがNAFTAに加  

盟したのも、EUの東方拡大によってEUから自  

国への投資の減少をサリナス大統領が恐れたのが  

一因とされている。他国の地域統合の締結に不安  

を覚え自国も独自の地域統合の締結を目指すので  

あれば、WTOの統合力を弱めることになりはし  

ないであろうか。  

1994年に発足したNAFTAは、米・カナダ・  

メキシコという異なった発展段階にある国同士の  

経済統合である。このような統合の場合、Ⅳ章で  

宮うところの、貿易量効果やスケール効果、バラ  

エティ効果はもちろんのこと、‾メキシコは米加か  

らの優れた経営・技術の導入により、また米加は  

メキシコの低コストの労働力を用いることにより、  

財の平均費用が低下する生産量効果も十分期待で  

きる。それぞれの効果を識別すること、また地域  

統合の効果をその他の諸要因（景気変動など）と  

切り離して数値化することは困難であるが、NA  

FTAの域内貿易比率が90年の41、4％から99  

年の53、9％に上昇したこと、世界全体の直接投資  

受入額に占めるNAFTAのシェアが91年の19、  

1％から99年の36、0％に上昇したこと、そして  

何より、実質GDP成長率が90年代を通して3  

国とも堅調に増加している（メキシコは95年の  

通貨危機時を除く）ことから、NAFTAがプラ  

スの影響を及ぼしていると考えられる。   

WTOOO 

地域主義とは本質的に差別主義的なものであり、  

WTO本来の理念と整合的でない（野口旭／高増明  

1997）と考えるならば、地域統合は多角的自由化  

を阻害する要因となるであろう。しかし、私は地  

域統合は多角的自由化を推進するものとなると考  

える。本稿でもその理由を様々なところで述べて  

きたが、今一度次の4つにまとめてみる。 

まず第1に、交渉主体の減少があげられる。G  

ATT加盟国が増えるに従い、それらの意見を集  

約するためには機械的な関税引き下げに頼らざる  

を得なくなり、各国の利害調整が著しく困難にな  

ってしまった。地域統合締結後に地域単位同士で  

交渉を行った方が交渉が進みやすくなると思われ  

る。第2に、小国の交渉力の増大。規模の／J、さい  

国が地域統合を締結することにより、大国に対す  

る自由化推進の交渉力を高めることができる。第  

3に、国内産業調整の進展。地域統合の締結が国  

内構造調整を進展させる結果、衰退産業の規模が  

縮小し、長期的には多角的貿易自由化に向けた反  

発が弱くなる。第4に、国内改革推進による途上  

国のマルチ交渉への参加。多角的自由化に消極的  

な途上国と先進国が地域統合を締結することによ  

り、途上国への直接投資流入や国内改革・自由化  

が進み、途上国が交渉を推越する誘因が高まる。   

次にEUを見てみたい。1992年の市場統合が実  

質GpJ）へ与えた影響を分析したものとしては、  

EU経済が1975年から1987年までのトレンドで  

成長し続けた場合の1993年の実質GDP推計値  

と、実際の値を比較することにより、統合の効果  

を間接的に分析した欧州委員会の研究が上げられ  

る。この分析結果によれば、従来のトレンドと比  

較して、1993年の経済成長率が1、1％大きくなっ  

ていることから、統合が域内の実質所得を上昇さ  

せた可能性があると結論づけている。しかし、E  

UがEU諸国及び域外国に与える影響を試算した  

（Haaland and Norman1992）（Baldwin and  

Pan喝a卸a1998）では、域外国、特にEFTA  

諸国へのマイナスの厚生効果が生じると指摘して  

いる。 B81dwinの鮮算によると、実質所得上昇率  

で見てアメリカは臥03％のマイナス、日本は0、  

すなわち、地域統合をWTO体制と対立するも  

のとしてではなく、それを補完するものと考える  

ことで、地域統合はつまずきの石（8tllmbli喝  

blocめではなく建設的な石（buil血喝biocめとなり  
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えるのである。（BbagⅣati1993）この点に関して、  

域外国の貿易量とその厚生を統合前の状態に維持  

しながら域内国間の貿易障壁撤廃する、という意  

味でめパレー ト優位的な地域統合が存在しうるこ  

とをⅩemp－Ⅵ厄n命題は指摘している。  

るが、族議員の力が政治で不当に大きく働いてい  

る点も否めない。日本が持続的成長を維持し、長  

期的には日本及びアジア、世界が最も望ましい状  

態になるにはどうしたらいいのか。この点に留意  

しつつ日本は対外政策を展開していって欲しいし、  

また私もそれに関わっていきたいと思う。  
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